農業経営改善計画認定申請書　記載留意事項
（釜石市版）

Ⅰ　特に留意すべき点
　１　年間所得、年間労働時間の５年後目標の記入

「②経営改善の方向の概要」欄には、５年後目標とする年間所得と年間労働時間を必ず記入すること。市の目標水準は年間所得（主たる農業従事者１人当たり300万円程度、農業経営として400万円程度）、年間労働時間（主たる農業従事者１人当たり2,100時間程度）と定めている。申請書記入の際は、現状からの５年後の目標を記述すること。例えば、それが市の目標水準を大幅に下回っても、将来的な目標として市の目標水準を目指す意志を汲めれば可。目標は、５年後に達成できる内容とし、無理な目標としないこと。

２　経営面積の整合性

　　　　「③農業経営規模の拡大に関する目標」欄の上段・下段、「④生産方式の合理化の目標」の施設規模のそれぞれについて面積の整合を図ると共に、具体的な合理化目標等の文言とも一致するようにし、申請書全体で一貫性があるように記入のこと。

例えば、経営面積を増やすのであれば、取得するのか、借り入れるのか、自己所有遊休地の活用か等その方法を記入し、内容を一致させること。

　　　　「④生産方式の合理化の目標」の「農用地の利用条件」欄には、現状は農地が分散していないかどうかを、目標は近隣の農地を借り入れて団地化を進めるという内容が望ましい。

　３　経営改善目標の記入

　　　　各項目に分かれている目標について、できる限り具体的に記入のこと。

　　   （例）・「⑤経営管理の合理化の目標」欄は、青色申告や簿記記帳について記載。

　　　　　　・「⑥農業従事の態様等の改善目標」欄は、休日制や月給制等について記載。

　　　　　　・「⑦目標を達成するためにとるべき処置」欄は、〔生産方式の合理化〕〔経営管理の合理化〕〔規模拡大、農地集積〕等について、どのように取り組むのかをできるだけ具体的に記入のこと。記載例では、簡潔にしか記載されていないが、個々の取組み内容を具体例をあげて記載することが望ましい。

Ⅱ　基本的留意点
　１　「②経営改善の方向の概要」では、

　　ア　農業経営の現状として専業、兼業の別、主要作目の生産状況、所得水準等を記述する。なお、必要に応じ現在の経営に至るまでの発展経緯についてもふれる。

　　イ　目標とする営農類型へ向けた経営改善の方策として、○○によるスケールメリットの追求、○○による低コスト生産の追及、○○による高付加価値生産の追及、○○による軽作業化、○○による作業の効率化等を記述する。

　　ウ　これらの達成の結果として見込まれる主要作目の規模、生産見込み、所得見込み等を記載するものとする。

　　　　なお、可能であれば、主たる従業者の年間労働時間の見込みについても記載することが望ましい。

　２　「③農業経営規模の拡大に関する目標」では、

　　ア　作業受託は作目別に基幹作業（例：○耕起代かき、○田植、○播種、○収穫）別に作業受託面積を記載する。換算後の欄においては、（作業受託面積÷作業数）により換算した面積により記入する。

　　イ　農産加工等については、「その他関連・附帯事業」に記入する。

　３　「④生産方式の合理化の目標」では、

　　ア　機械・施設について、その型式、性能、規模毎に台数を記載する。リース、レンタル、共同利用等による場合はその旨、記載する。

　　イ　農用地の利用条件については、主として利用する圃場の区画の大きさ、団地化した圃場の規模、数、通作距離等を記載する。

　　ウ　作目、部門別合理化の方向においては、③の作目・部門毎に品種構成、作付体系、飼養管理の方法等生産方式の合理化の目標を記載する。

　４　「⑤経営管理の合理化の目標」では、簿記記帳、経営内役割分担、経営形態の近代化（法人化）等について記載する。

　５　「⑥農業従事の態様等の改善目標」では、休日制の導入、ヘルパー制度活用による労働負担の軽減等について記載する。

　６　「⑦目標を達成するためにとるべき処置」については、②から⑥までに掲げた目標を達成するための具体的な方策について記載する。例えば、耕地面積の規模拡大に関しては、本認定制度を活用した農業委員会への申し出、あっせんの仕組みの利用等について記載する。

　　　制度資金の融通を受けることを予定する場合は、ア．予定年度、予定資金、イ．資産及び負債の現状、ウ．今後の資金需要等を記載するものとする。

　７　「経営の構成」については、現在は農業従事しているが、５年後にはリタイアする見込みの者、現在は就農していないが、５年後は農業従事が見込まれる者についても記入する。

